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一、はじめに

　現代の若者のみならず今日では多くの人びと

にとって知られることの少ない、あるひとりの

プロレタリア作家生誕105年・没後75年を迎え

た2008年春以降、出版の世界において誰もが予

想だにしなかった現実が現出していた。例えば、

新聞メディアは、「『蟹工船』悲しき再脚光、格

差嘆き若者共感」（『読売新聞』2008．5．2付）、

「『蟹工船』はまる若者」（『朝日新聞』2008．5．

13付）、「突然のブーム　ワーキングプアの“連

帯感”」（『産経新聞』2008．　5　．14付）と、プロレ

タリア文学作家小林多喜二（1903．10．13－1933．

2．20：東京・築地警察署で拷問されて絶命）の

代表作『蟹工船』（1929）に引き寄せられる若

者の姿を報じた。事実、各出版社とも同書は、

増刷に増刷を重ね、コーナーを特設する書店も

相次いだ。加へて、『蟹工船』ブームは、出版

の世界に留まらず舞台劇として上演されたし、

映画『蟹工船』（山村聡脚色・監督、1953年製作）

はロングラン・リバイバル上映（2009年にはリ

メーク版が製作、上映）され、2008年度〈流行

語大賞〉を受賞した。

　こうした『蟹工船』ブームに認められる現代

的特徴の最大のものは、その担い手の中核が若

者世代であったという点にある。

　凍える北洋上で、前近代的な労働現場一劣悪

な待遇と過酷な労働、暴力的な監督、に反抗す

るため未組織労働者たちが団結してストライキ

に立ち上がる過程を、ひとつの集団の動きとし

て、集団を主人公にして描いた『蟹工船』が、

若者世代を中心に人気を呼んだのである。では、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　

若者世代の彼ら彼女らは、いま、何故に『蟹工
や　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　ロ　　　　　　　　コ　　リ　　　　　　　　　　　　　　　

船』を読み、そこに何を読み取ろうとしたのだ
　　　　　　　　ロ

ろうか。

　小樽商科大学・白樺文学館多喜ニライブラリ

ー共催・編集『私たちはいかに「蟹工船」を読

んだか』（2008年）に収められている各々のメ

ッセージに共通しているのは、「蟹工船」的現

実を現代的な問題性として受容し、そしてその

上に若者一人ひとりの現状での息苦しさを重ね

ている点にある。
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　例示として、ひとつのメッセージ（山口さな

え「2008年の「蟹工船』」、東京都中野区在住・

25歳）を抜き書きして紹介してみよう。

　「私が『蟹工船』から受け取った第一印象は、

現実世界への虚無感と絶望だった。私たちはも

う立ち上がれないと思った。小林多喜二が描い

た時代から遥か遠くにいるというのに、現代の

日本社会の不気味な搾取構造は変わっておら

ず、『ロストジェネレーション』と呼ばれる私

たちがその最前線の犠牲になっている。多喜二

が描いた世界は、私たちの感覚からすれば『終

わった歴史』であるのに、汚物の生臭さが漂っ

てくる労働現場、拷問が繰り返される労働

……、私が日々目にし、耳にしているソレに違

いなかった。いや、むしろもっと複雑に、そし

て巧妙に目に見えないカタチをとって私たちは

蟹工船で振るわれた暴力の中に沈められている

と感じる」と、彼女自身を取り囲む現代的閉塞

状況の複層さに自覚的であると同時に、この行

き場のない感覚をどうしたら良いのだろうか、

とも自問自答するのである。

　1982年生まれの彼女は、バブル時代の熱狂を

知らず、受験競争教育に縛られた青春時期を過

ごし、大学卒業後は、「多様な働き方」として

推進されたパート・派遣・請負という新しい雇

用形態の下で働いた経験を踏えて、自身の身近

にある「働く女性の世界」一〈いま〉を生きる

女性の悲しみと絶望についての怒りを多喜二に

引きつけながら語っている。

　「団結とか連帯なんていう言葉すら知らない

……、いや、その言葉に不信さえ感じてい」た

彼女は、女性の立ち位置の歴史的現実に関して、

「多分、諸悪の根源は、1995年の労働市場の流

動政策だ。……戦後日本の雇用慣行であった終

身雇用が崩れていくミレニアムの幕開けは労働

者派遣法の全面的な実施であった。貧困と格差

が広がり、地域のネットワークは崩壊し、家族
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は離散し、公的扶助からの排除が普通へように

行われる。私が目にしたモノは、単なる一つの

風景にすぎない。しかしこれは、TVショウに

は絶対に映らない。何者かによって計画的に仕

組まれた現実なのだ」と「蟹工船」的現実の現

代性、歴史性を的確に指摘しているのは見事で

ある。

　また、30代の派遣社員である別の女性は、「『蟹

工船』で登場する労働者たちは、私の兄弟たち

のようにすら感じる身近な存在だ。私の兄弟た

ちがいるのではないかと錯覚するほどに親しみ

深い」と記している。

　これら若者世代のメッセージから見えてくる

道筋は、「蟹工船」的現実のなかを生きる人間

一人ひとりの生活諸過程における実態が、人び

とをしてそれを強いる社会的矛盾への認識に深

まりを与え、社会的連帯の志向性を窺わせるも

のである。

二、現代的貧困・格差の実態とその構造的動因

　『蟹工船』の出だし「地獄さ行ぐんだで」の

メッセージを、現代の若者世代は「ここさ地獄

なんだで」の現実認識で応答し、それを共通認

識にすることで、『蟹工船』ブームを現出させ

たものと見ることができる。それでは若者世代

をして、現代の社会的現実を「蟹工船」的現実

として認識させた根拠は一体何なのだろうか。

それは取りも直さず彼ら彼女らを取り囲んでい

る社会的存在諸条件一貧困・格差の構造的状動

因のよるものである。但し、こうした貧困・格

差の構造的動因は、ひとり若者世代に限るもの

としてあるのではない。現代日本の社会的存在

諸条件に規定される全ての人びとの全生活諸過

程に係わる事態としてあるものなのである。そ

こで、本章では、貧困・格差の現代的実態を種々

の統計的資料により概観し、次いでこうした実

態が如何なる構造的動因のよって現出したのか
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について考察することとする。

現代日本社会における貧国・格差

1．現代的貧困・格差の生活実態

　本稿では、ここまで「貧困」「格差」ふたつの

言葉を並例的に使用しているが、これらふたつ

の概念は、決して同義的内容を示すものではな

い。むしろ、概念的には明確に区別されなけれ

ばならないものである。この点に関して、岩田

正美は、「貧困」と「格差」の概念的違いを決

定づける基準を明確に定義づけしている。「格

差」は、現にそこに「ある」状態を提示するも

のでしかないのであり、資本主義社会が階級社

会である限り、多少の格差は遍在的に存在する

ものである。他方の「貧困」は、ある人びとの

生活状態を「あってはならない」「許されては

ならない」状態の見極めを明示化する基準であ

り、当該社会の価値判断に係わる基準となるも

のである。すなわち、如何なる社会の姿を志向

するのかの「社会の構想力」に係わる概念なの

である。

　現代日本社会では、高度経済成長期以降、社

会問題としての貧困は、もはや解決ずみのもの

と見放されてきた。例えば、格差を逃る議論の

なかで、小泉内閣での総務大臣竹申平蔵は、「格

差ではなく貧困の議論をすべきです。貧困が一

定程度広がったら政策で対応しないといけませ

んが、社会的に解決しないといけない大問題と

しての貧困はこの国にはないと思います（『朝

日新聞』2006．　6　．16付）」と発言した。また、内

閣府『平成18年度経済報告』（2006．7）は、「貧

困度を絶対的貧困という尺度で国際比較を行う

と、日本が厳しい貧困状況にあるという結論を

導き出すことは難しい」と述べてもいる。つま

りは、後述するOECD発表による相対的貧困率

は、あくまで豊かな社会のなかでの「格差」の

問題であり、「貧困」＝生活必需品の調達が困

難な「絶対的貧困」は、現代日本社会において
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は「大問題」にはならないと言うのである。

　果たして、現代日本社会での「貧困」「格差」

の生活実態はどのようなものであるのだろう

か。

　「あってはならない」「許されてはならない」

生活水準の状態を、「貧困」として把握しよう

とする時、貧困か否かの境界を設定する基準は、

「社会は如何にあるべきか」に係わる当該社会

における価値判断に基づくものであり、科学的

「判断」を提示するのにはいくつかの困難が伴う

のは確かである。現に、社会科学の世界におけ

る困難さは、「絶対的貧困」（absolate　poverty）

と「相対的貧困」（relative　poverty）ふたつの概

念を巡る議論として展開されてきた歴史がある。

　社会科学史において、最初に貧困の概念を打

ち出したのはRowntree，B．S．（1901）である。

彼は、生命体としての人間が「単なる肉体的能

率を保持するために必要な最小限度の支出」を、

人間の生存のための費用（最低生活費）一労働

者の肉体的再生産を可能にする生存ぎりぎりの

（subsistence）水準を「貧乏線」として設定し、

それを下回る生活水準の状態を「貧困」＝「絶

対的貧困」の状態として把握したのである。

　これに対置される概念が、「相対的貧困」で

ある。Townsend．P．B．（1979）によれば、経済

成長による生活水準の向上は、社会生活活動の

拡がりとそれに伴う生活様式の変化及び社会的

共同消費手段や社会保障制度を利用した生活を

可能とした。がしかし、これら日常的、慣習的

な生活様式に基づいた生活を十全には営むこと

が不可能な状態を相対的剥奪（relative

deprivation）とした上で、それが重層的に出

現するような生活資源の欠乏状態を「貧困」＝

「相対的貧困」とするのである。

　Townsendの「貧困」認識は、人間の生活と

いうものが、「その社会で慣習になっている、

あるいは少なくとも広く奨励または是認されて
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いる種類の食事をとったり、社会的諸活動に参

加したり、あるいは生活の必要条件や快適さを

保つために必要な生活資源」の獲得、確保を持

ってこそ可能となるもの、との基本的な生活観

に根づくものである。

　こうしたTownsendによる貧国の「境界」設

定基準は、日本国憲法第二五条での生活保護基

準ともなっているものであり、またOECDや

EU等先進諸国における貧困を巡る議論での貧

困基準となっているものでもある。

　それでは、現代日本社会における「貧困」「格

差」の生活実態について、「絶対的貧困」「相対

的貧困」概念の理解を踏まえて考察してみるこ

ととする。結論を先取りして言えば、現代日本

社会は「相対的貧困」の状態を構造化する事で

相対的に「豊かな社会」を実現した社会ではあ

るが、近年、「階級間格差」の拡大化に伴って「相

対的貧困」の生活状態にあった人びとを「絶対

的貧困」の生活状態へと零落させる事態として

現出している処に、「貧困」「格差」を巡る現代

的事態の特徴があるということである。

　図1は、OECD（経済協力開発機構）が加盟

30力国の国民可処分所得を高い順に並べ、中央

値の半分に満たない所得の人びとが占める割合
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図1　主要国の貧困率及びひとり親家庭の子どもの

　　貧困率

を「相対的貧困率」として各国を比較したもの

である。2008年度報告書によると、日本は14．9

％で、メキシコ、トルコ、アメリカに次いで4

番目に高い数値を示したのである（因みに、加

盟30力国の平均値は10．6％である）。

　また、同報告書によると、働いているひとり

親家庭の子ども（18歳未満）の貧困率は、加盟

30力国平均値21％を大きく上回る58％と際だっ

て高い数値を示している。
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図2　相対的貧困率の年次推移
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資料：OECD「Society　at　a　Glance：

　　OECD　Social　Indicators・2008　Edition」

　日本政府は、これまで「相対的貧困率」に関

する正式の数値を公表してこなかったが、2009

年10月20日、厚生労働省は初めて公表した（図

2）。これは、「国民生活基礎調査」を基に、

2006年から3年毎に遡って4回分を算出した結

果である。これによると、2006年は15．7％で、

1997年以降最も高い数値を示し、17歳以下の子

ども抽出した「子どもの貧困率」は14．2％と高

く、特に働くひとり親家庭では57⑨％と高水準

であるという（因みに、2006年「相対的貧困」

中央値は所得114万円未満が該当する）。

　OECD報告書数値と厚労省公表数値とでは、

算出基準が異なるとはいえ、日本の「相対的貧

困率」が先進諸国のなかでも最悪の水準にあり、

特に「ひとり親家庭の子どもの貧困率」の異常

な高水準が客観的な社会的現実として示されて

いる。こうした社会的現実は、日本国憲法第25

条にいう「生活保護基準」保障を大きく下回る
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表1　各階層毎の年収の変化（収入の単位：万円）

年度 第1階層 第n階層 第皿階層 第w階層 第v階層 平均
1992 1555 356．5 54臼 78α1 1400．1 6478
2006 1290 2898 455．1 6823 12π8 56a8

減少率 一 205％ 一 230％ 一 202％ 一 143％ 一 96％ 一 143％
資料：厚生労働省　「1992年国民生活基礎調査」。
資料：厚生労働省　「2006年国民生活基礎調査」。

「絶対的貧困」の水準に零落する他ない、真に

危機的事態に直面している現代家族の生活実態

を浮かび上がらせるものである。

　近年、「相対的貧困」の生活水準から「絶対

的貧困」の段階へと零落する事態を余儀無くさ

れる階層が確実に増加している。それらの社会

的構造的動因のひとつが、経済（所得）階層間

での格差拡大化の全般的動向である（表1参

照）。

　厚生労働省の「国民生活基礎調査」によれば、

1992年から2006年にかけて第1～第V階層全て

の階層において年収が減収になっている。但し、

年収の高い階層ほどその減少率は低く、年収の

低い階層ほどその減少率の高くなっている実態

が見て取れる。

　こうした経済（所得）格差の拡大化は、リス

トラ（失業）や非正規雇用の拡大など、雇用機

会の不安定化、流動化を通じて、社会的構造的

につくり出されたものである。例えば、完全失

業率は、2001年には5．0％台に突入し、02年に

は5．4％にまで達したのち、若干の減少傾向を

示したものの再び増加に転じ、2009年7月には

5！7％と過去最悪の数値となり、政府や民間調

査研究機関の予測を上回る早さで上昇し、完全

失業者数も過去最高の361万人に達した。民間

調査研究機関の予測によれば、今後新たに45万

人が失業し、失業率は6％台に突入するであろ

う、という。

　OECDは、2009年9月16日、加盟30力国の雇

用状況に関する2009年版報告書のなかで、日本

での労働者の貧困状況について警告を発してい

る。それによると、ワーキング・プア（働く貧

　　　　　　　　　　　　　図3　パート、派遣、契約社員等の推移
（万人）
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　　　　（注2）2002年以降「派遣’契約・嘱託・その他」が「労働者派追事業所の派遣社貝」、「契約社貝・嘱託」、

　　　　　　「その他」に細分化されている。



一 6一

1600．0

1400．00

　　1200．0

現
套1000．O

写
等
　　800．0

手
El　600．0

400．0

200．0

明星大学社会学研究紀要

図4　雇用形態別収入の比較
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困層）が、貧困層の80％以上を占め、日本の税

と所得再配分制度は、「労働者の貧困緩和には

ほとんど効果をあげていない」と指摘している。

そしてその理由として、「非正規雇用労働者の

割合が高いこと」を挙げ、非正規雇用労働者は、

「失業すると多大な経済的困難に直面する可能

性がある」としている。

　特に、15～24歳の失業率が過去1年間で2．4

ポイント上昇して9．9％に達していることに警

告を発し、1990年代の「失われた10年」以来若

者が労働市場に足場を強固に築くことが増々困

難となり、現下の経済危機で情況はさらに深刻

の度を増して、新たな「失われた世代」を生み

出しかねない情況と警告するのである。

　図3、4を一瞥すれば、90年代の「失われた

10年」世代及び今後の新たな「失われた世代」

の生活実態が浮かんでくる。

　厚生労働者の「パートタイム総合実態調査」

「就業形態の多様化に関する実態調査」によれ

ば、短時間パート、派遣社員、契約社員などい

ずれにおいても、正規雇用者としての就業を希

望したにもかかわらず、不本意ながら非正規雇
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用者として就業した労働者は割合は、2001年と

比較して06年にはそれぞれ10ポイント前後上昇

している。特に、派遣社員では40．0％と全就業

形態で最も不本意な就業者の割合が高くなって

いる。また、転職希望者をみてみると、いずれ

の就業形態にあっても、2001年と比較して06年

は、それぞれ10ポイント上昇している。

　このように、90年代以降、正規雇用の機会に

恵まれないがために不本意ながら非正規雇用の

就業雇用者数が増加し、著しい経済（所得）格

差の拡大のもとで、特に、若年層を中心にワー

キング・プァ、ネットカフェ難民の問題を顕在

化させたのである。

　1，800万人の非正規雇用労働者は、一部の大

企業（製造業）での生産が回復しても、企業で

の「調整弁」「使い捨て」の対象としてしか看

倣されず、厚生労働省の非正規労働者の雇め止

め等の調査によれば、2009年12月までに期間満

了や解雇で仕事を失う非正規労働者数は、昨年

10月からの合計で238，752人にのぼる見込みだ、

という。また、同じ調査によると正規労働者の

離職状況も47，676人にのぼるという。



March　2010 現代日本社会における貧国・格差

　こうした一部の大企業における違法な「正社

員切り」「派遣切り」などの「人減らし」合理

化は、2008年末の「年越し派遣テント村」のよ

うな事態を再現を予想させるものである（現に、

2009年末には「公設テント村」が数多く設置さ

れた）。雇用危機が深刻化する事態は、正規、

非正規を問わず、製造業を中心に、雇用機会の

不安定化、流動化による削減に歯止めがかから

ないからであり、このような事態は、小泉内閣

のもとで、政府が労働者派遣の原則自由化など

「構造改革」の名のもと雇用の規制緩和を推進

した1990年代後半から進行した事態である。そ

の例証のひとつとして挙げられるのが、労働者

家族を襲っている1998年から毎年3万人を超え

る自殺者を12年連続で生んでいる事態である。

　上述の通り、現代日本社会における「貧困・

格差」の実態は、「階級間格差」の拡大化に伴

う「相対的貧困」率の上昇が、労働者階級の一

部を「絶対的貧困」の水準へと零落させていく

労働者階級内部での「階層間格差」の拡大化と

して進展する事態としてあるものである。次い

で、こうした「貧困」「格差」の実態を生起さ

せる構造的動因について、を概略みてみよう。

2．現代的貧困・格差の構造的動因

　日本社会は、60年代「高度経済成長」期以降、

経済の高度成長に伴う「所得再配分」の効果、

機能化による「国民皆保険・皆年金体制」の確

立によって貧困の問題は体制構造的には解決済

みのものと多くの人びとが看倣し、幻想的な「総

中流社会」日本一「豊かな社会」日本の夢を追

い続けてきた。

　しかし、80年代に突入するやいなや、日本の

社会国家体制は欧米諸国とともに大きな体制構

造的転機を迎えたのである。すなわち、1979年

にイギリスでM．Thatcher政権が、81年にアメ

リカでR．Reagan政権が、82年には日本で中曽

一 7一

根政権が誕生したことで、それまでの「福祉国

家」型政治の追及を断念し、いわゆる「規制緩

和」を軸に「民間活力」の有効利用を旗印とす

る「構造改革」プログラム＝「新自由主義」イ

デオロギープログラムへの大転換がそれであ

る。

　ここで言う新自由主義イデオロギーとは、あ

くまで経済領域におけるものであって、政治領

域におけるものとは別物であることに留意する

必要がある（例えば、日本の政治領域では、悪

しきナショナリズムに傾斜し、新保守主義乃至

新国家主義の体裁をとっている）。つまり、新

自由主義イデオロギーとは、市場の自由競争の

もと、資源の効果的配分を実現しようとする思

想であり、「市場万能主義」を経済原理とする

イデオロギーである。

　例えば、先頃、思想転向として話題を呼んだ

中谷巌は、「私たちの欲望を満たし、私たちの

生活を豊かにする仕組みとしてのマーケットこ

そ、歴史を通じて人類が発明した最大の財産の

ひとつ」で「分業による資源配分を可能にした

マーケットこそ人類最大の発明」（1999年）と

主張するとともに、マーケットこそが「誰が勝

者であり、誰が敗者であるか、あるいは何が善

であるか悪であるかを判定する時代になった」

（98年）と市場原理の神格化を宣言した如しで

ある。

　市場原理を物神崇拝するこうした新自由主義

イデオロギーによる「天国と地獄」の様相は、

既にK．Marxによって「資本主義的蓄積の一般

的法則」に基づく事態と看破されたものに他な

らないものである。すなわち、「この法則は、

資本の蓄積に照応する貧困の蓄積を条件づけ

る。したがって、一方の極における富の蓄積は、

同時に、その対極における、すなわち自分自身

の生産物を資本として生産する階級の側におけ

る、貧困、労働苦、奴隷状態、無知、野蛮化、
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道徳的墜落の蓄積である」と。

　自由勝手な市場原理の振る舞いによる資本主

義経済の進行は、相対的過剰人口の形成、蓄積

を通じて、資本＝賃労働関係の拡大再生産を保

証する一方で、貧困情況に置かれている労働者

の範囲を拡大すること必然とし、そのなかに多

様多様な貧困情況を分岐、発現化させるのであ

る。

　現代日本社会における現代的貧困・格差の諸

相一不安定就業形態の全般化、非正規雇用労働

者の増大、派遣切り・内定取り消しの事態、正

規雇用労働者に対する過重労働の深刻化（「う

つ病」症状の蔓延化及び自殺の増加）等々は、

係関るす対に続勤●用雇の員業従●業企5図

＿
短
期
勤
続
従
業
員
側
の
考
え
方

『

長
期
勤
続
ー
▼

移動→

　　　　　　　　企業側の考え方
　　注：1．雇用形態の典型的な分類

　　　2．各グループ問の移動は可

資料：日本経営者団体連盟『新時代の「日本的経営」』

　　1995年
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新自由主義イデオロギーの暴走が結果した害悪

そのものとしてあるものに他ならないのであ

る。

　日本社会におけるこのような新自由主義イデ

オロギーの暴走による深刻化した貧困・格差の

情況は、1995年を時代的嗜天としてはじまった

事態である。

　すなわち、新しい雇用機会、形態の創出を提

唱したのが、日経連『新時代の「日本的経営」

一
挑戦すべき方向とその具体策』（1995．　5）と

題する報告書であった。そして、それを受ける

形で経済同友会は、1997年1月に「市場主義宣

言」を発表し、「公正で効率的な市場を創り出

すことこそが、我が国が直面する課題を克服し、

新しい可能性を拓く道である」と述べ、「市場

を尊重し、市場の評価を受け入れ、市場に立脚

したコーポレート・ガバナンスに基づく企業行

動を確立すること、いわば、市場重視の経営へ

と転換することが我々の目標である」とする立

場を明確に打ち出したのである。大企業経営者

団体であるふたつの組織体による「市場主義」

イデオロギー戦略の採用・展開は、これまでの

雇用慣行（長期雇用慣行）を弛棄し、労働力の

流動化・柔軟化を最重要視するとともに、能力

主義の徹底強化と成果主義の導入、等々を押し

進めた（図5、表2参照）。

　こうした雇用管理のあり方は、「長期雇用」

表2　グループ別にみた処遇の主な内容

雇用形態 対　　象 賃　　金 賞　　与
退職金・

年金
昇進・昇格 福祉施策

長期蓄積能力

　活用型グループ

期間の定のな

い雇用契約

管理職・総合

職・技能部門

の期幹職

月給制か年俸
制職能給

昇給制度

定率＋業績ス

ライド

ポイント制 役職昇格
鐵能資格

昇格

生涯総合施策

高度専門能力

　活用型グループ

有期厄用契約 専門部門（企
画、営業、研
究開発等）

年俸制

業績給

昇給なし

成果配分 なし 業績評価 生活援護施策

雇用柔軟型

　　　　グループ

有期雇用契約 一般職

技能部門

販売部門

時間給制

職務給

昇給なし

定率 なし 上位職務への
転換

生活援護施策

資料：日本経営者団体連盟「新時代の「日本的経営」』1995年
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表3　労働市場の規制緩和策の流れ

労働者派遣に関する規制緩和の動向

1999年
適用対象業務の原則自由化（港湾運送、建設、警備、医療関係業務、物の
製造の業務を除く）

2000年 紹介予定派遣を実施可能に

2002年 中高年に限り、派造期間の制限を1年から3年に延長

2003年 物の製造の業務を適用対象業務に追加。派遣期間の制限を原則最長3年

雇用形態の多様化に関連する規制緩和の動向

1998年 企画業務型裁量労働制の創設（労働基準法改正）

2003年 有期労働契約の上限を原則3年に延長（労働基準法改正）

職業紹介事業を巡る規制緩和の動向

1999年 有料段業紹介事業の取扱職種を原則自由化（職業安定法の改正）

2002年 有料職業紹介事業における求職者からの手数料徴収規制の緩和

2003年 職業紹介の許可単位について事業所単位から事業主単位に変更

職解雇ルールの明確化の動向

2003年 解扉ルールを法制化（改正労働基準法）

能力開発関係の動向

1998年 教育訓練給付金制度の創設

2001年 教育訓練給伺金制度の支給上限額の引き上げ（20万円から30万円）

2003年 給付率と上限額の引き下げ

セーフティネット（π用保険）関係の動向

2000年 π用保険法改正（倒産・解雇等による中高年失業者等への失業給付の重点化）

2001年 雇用対策法の改正（在職中からの計画的な再就職援助の実施）

2003年
雇用保険法改正（早期再就職の促進に向けて雇用保険基本日額の引き下げ、
就職困難者への給付の重点化等）

資料：中野雅至「格差社会の結末』2006年

を限定された一部労働者層のみに大幅縮減し、

他方で、多数の労働者層を「雇用柔軟型グルー

プ」に押し込め、期間契約制や短期雇用の流動

的な労働力活用の雇用戦略による「企業を超え

た横断的労働市場」の育成を通じて、「総人件

費の圧縮」と「人件費の変動費化」を目指した。

こうした労働市場の三分割は、中途採用者の積

極的活用を可能とする民間有料職業紹介事業の

積極的推進及び労働者派遣事業の拡大のための

整備を労働法制の規制緩和に求めたのである。

　90年代後半以降、日本政府は「新日本的経営」

の展開を、労働基準法、職業安定法等の見直し

を通じた労働市場の規制緩和策で積極的にバッ

クアップしたのである（表2）。

　こうした労働法制の規制緩和策の推進は、若

者世代を中心に雇用と労働条件の不安定化を招

来し、「ワーキング・プァ」問題を顕在化させた。

例えば、経済産業省所管・独立行政法人「経済

産業研究所」の調査結果によれば（図6参照）、

1999年の労働者派遣の原則自由化後、正規労働
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資料：経済産業研究所「派遣労働者の生活と求職活動に

　　関するアンケート調査」

者が非正規（派遣）労働者へ急激に変化したこ

とが裏付けられている。

　2008年12月の時点で非正規労働者であった人

のうち、99年の時点で正規労働者であった人の

割合が36．4％を占め、年次毎にその割合の低下

していることがわかる。そして、99年の時点で

派遣労働者の占める割合が7．3％であったが、

08年の時点では53．4％と非正規労働者の過半数

を占めるまでになっているのである。この結果、

ここ10年間で、労働者報酬が280兆円から253兆

円へと27兆円も減少している一方で、大企業を

中心とする企業の内部留保金は200兆円から400

兆円へと倍増させるに伴い、大企業の役員報酬、

株式の配当は増加の一途をたどり、「階級間格

差」の拡大化という事態を生じさせたのである。

　以上、現代日本社会における貧困・格差の構

造的動因を要約すれば、ある限定された少数労

働者層からなる「企業内労働市場」と多数労働

者層からなる「横断的労働市場」との労働市場

の分離化・二元化を具体的現実とする労働法制

の規制緩和策が急進的展開をみせたことで、「階

級間格差」の拡大化を進展させたのである。そ

して、それに重ねて、労働者階級内部での階層

的分解化（「階層間格差」）が押し拡げられた結

果、非正規労働者化された多数の労働者が、食

べていけない一自立できない一健康に生きられ

No．30

ない生活水準の段階一「絶対的貧困」状態に零

落することを余儀無くされ、「ワーキング・プ

ア」や「ひとり親家庭」などのような人びとを

大量に生み出さざるを得ない体制構造的枠組み

が形成されたのである。

三、現代的貧困・格差の社会理論

　現代日本における貧困・格差を巡る社会的現

実の分析に関して、数多くの社会批判・理論が

提示されている。橘木俊詔『日本の経済格差』

（1998年）『格差社会』（2006年）、佐藤俊樹『不

平等社会日本』（00年）、山田昌弘『希望格差社

会』（04年）『新平等社会』（06年）、三浦展『下

流社会』（05年）、中野雅至『格差社会の結末』

（06年）、内田樹『下流志向』（07年）、橋本健二

『階級社会』（06年）「「格差」の戦後史』（09）、

等々枚挙にいとまがないのである。

　本稿では、現代「格差社会」のあり様を巡る

ジャーナリスティックな論議の口火となった三

浦展及び山田昌弘の論説を中心に、その核心的

論点について批判的に検討してみることとす

る。その際、現代日本社会における「貧困・格

差」の構造的動因の根源である「新自由主義イ

デオロギー」レジームに対するこれらの論説の

スタンスのあり様を軸として考察される。

　先ず、三浦展『下流社会一新たな階層集団の

出現』を取り上げてみる。「下流社会」とは三

浦の造語である。「下流」は「下層」ではない、

とする三浦において、「下流」とは、階層的に

は「中の下」であり、「中流であることに意欲

のない人、そして中流から降りる人、あるいは

落ちる人」であるとされる。そして、従来の階

層研究には消費論がないと批判する三浦は、マ

ーケティング分析の手法による階層意識の調査

結果から、「下流」を次のように概念規定する。

すなわち、「下流」とは、単に所得が低いとい

うことではなく、「コミュニケーション能力、
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生活能力、働く意欲、学ぶ意欲、消費意欲、つ
　　　　コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　　

まり総じて人生への意欲が低い（傍点引用者）」

人びとであるとするのである。換言すれば、三

浦の「下流」論は、確固たる理論的枠組によっ

てカテゴリー化されたものではなく、単に「意

欲」の有無によって識別されたものに他ならな

いものである。その結果、「下流」は、「下層」

ではないとす三浦の論点からして、著書の副題
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　　　　

において「新たな階層集団の出現（傍点引用者）」

を主張するのは、「下流」を「階層集団」と捉

えるものであり、明らかな論点矛盾がある。

　この混乱の依ってきたる要因は、三浦の分析

視角において、「階級論」の不在、否定が指摘

されなければならない。

　確かに三浦は、「失業率5％、若年では10％

以上の状態が恒常化し、毎年4万人近くが自殺

して、それでも大衆はそこそこ楽しく生きてい

ると言えるのか？」「そういう国民も階層格差

の固定化は望まないだろう」と述べ、小泉純一

郎・竹中平蔵の経済政策がそもそも「格差拡大

が前提とされているのだ」と新自由主義的イデ

オロギー＝市場万能主義の展開によってもたら

された事態に対しては批判的ではある。がしか

し、三浦の現実分析には、より根本的にし致命

的な欠陥がある。すなわち、「『内的に幸福］で

も『客観的には搾取され、使い捨てられる』」

現代的事態に対して「間違いだとは言えないと

考える」と言って揮らないのである。加へて、

「客観的な搾取の完全な排除に本当に意味があ

るのかという問題も成り立つ」とまで極論する

に至る始末である。

　換言すれば、三浦の「下流社会」論の要諦は、

「搾取」を媒介とする「階級的格差」の是認を

前提とした上で、新自由主義イデオロギーによ

る格差拡大の結果として、「下流」に属さざる

を得なくなる人びとに対して、その社会的固定

化の事態への諦念を促す陳腐なお喋りにしか過
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ぎない代物という他ないものでしかないのであ

る。

　次いて取り上げる山田昌弘『希望格差社会』

一
『負け組』の絶望感が日本を引き裂く」は、

三浦の所説と同工異曲の代物である。否むしろ、

両者が共同研究の雰囲気の内にあって、三浦の

考え方に対する下敷き提供したものとさえ言え

るかもしれないものである。しかも、山田の論

説には社会学的言説が随処にちりばめられてい

る分だけにより狡智である。この狡智さの例証

のひとつが、キャッチ・コピー「希望格差社会」

というネーミングの巧みさにあり、「パラサイ

ト・シングル」「婚活」のネーキングの巧みさ

と同種のものである。

　山田の「希望社会」論は、現代日本において

進行している格差社会が抱える歪みの実態を挟

り出す社会理論として一般的には受け止められ

ている。しかし、山田の「希望格差社会」とは、

現代日本社会にあって日常世界を営む人びとの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　コ

間に「希望の格差」が生まれている客観的事態

を必ずしも把握しているわけではない。

　「希望とは、心が未来に向かい、現在の行動

とつながっている時に生じる感情と言えよう」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

とする山田にとって、希望とは感情乃至は心理
　　　　　　　　　

レベルのものとして意味づけられているもので

しかないのが特徴である。すなわち、「単なる

収入格差以外に、将来の生活の見通しにおける

『確実さ』に格差がでてくる。……そうした差

のある両者の間には、仕事や人生に対する意欲

の有無など『社会意識』の差、つまり、心理的

格差が現れる。これが希望格差である」とする

如く、希望格差とは心理的格差であり、その核

心は「意欲格差」へと擦り替えが行われるもの

である。

　山田の分析における最大の問題点がここにあ

る。「貧国・格差」の生活実態に結びつく量的

格差が、心理的格差そして意欲格差という質的
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格差に置換され、この点をもって「現代日本社

会における格差の特徴なのである」とする点で

ある。

　われわれの日常的なことばである「希望」と

は、未来を向いた「まだ意識されないもの」

（EBIoch）を含む願い・望み・予感・憧憬の意

味合いにおいて意識にのぼってきて、その内容

を形づくるものであるはずである。そして、そ

れを確固とした基盤の上に据えられてこそその

重要性は認識されるのである。しかるに、山田

の希望（意欲）格差一喪失の依って来たる原因

は、貧困・格差の構造的動因・実態にではなく、

「意欲・やるきを持てる人びと」と「意欲・や

るきを失った人びと」との間の心理的格差の問

題として把握されるものでしかないのである。

　こうした山田の分析視角は、どんなに努力し

ても、それが一向に報われることのない「特段

の優れた能力をもたない」多くの青少年（フリ

ー ター、パラサイト・シングル等）が、「苦労

する結婚生活、苦労する一人暮らし、苦労が多

い仕事という三つのリスクから逃走し」、そし

た彼ら彼女らがひとつの層を形成し、社会の底

辺に滞留するような社会＝「希望格差社会」は、

社会全体の「活力」「健全さ」を奪い、停滞、

墜落し、「社会秩序」を崩壊に導くものとして

捉えるのである。換言すれば、「希望」を下支

えする確固とした構造的動因については閉却す

る一方で、希望実現可能性から遠ざけられた青

少年の意欲・やるき喪失という現象のみが取り

分けられ、そこから現代日本の「社会秩序」維

持の困難さが問題視されるだけである。

　以上、山田の「希望格差社会」論を要約すれ

ば、世界的かつ構造的な「ニューエコノミー」

の展開一IT化、グローバル化等の下では、「希

望格差」社会は不可避に発生・進行する事態と

して捉えられ、「ニューエコノミーの進展によ

り、職業は不安定なものとなり、新しい経済シ
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ステムに適応できる能力のある人と、落ちこぽ

れてフリータ化する人の格差が広がっている」

とし、「ここ数年で問題化した格差拡大は、少

なくとも小泉内閣の政策のせいではない」（『平

等社会』、06年）と主張するものである。山田

の主張は、新自由主義イデオロギーによる「構

造改革一規制緩和路線」を免罪し、「貧困・格差」

の構造的拡大を容認するものでしかないもので

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ある。「格差拡大が搾取や抑圧といった不当な

　コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　コ　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　お　　　　　　　　

要因で生じているわけではない（傍点一引用者

による」（06年）との主張は、階級的な搾取関

係を根拠する階級間格差の拡大化に基づく労働

者階級内での「階層間格差」を正当化する論へ

と導く性格を色濃く有するのである。

　山田の「希望格差社会」論は、「格差社会」

の依って来たる構造的動因を問う論議ではな

く、階級間格差の肥大化に伴い「相対的貧困」

の生活状態から「絶対的貧困」の生活状態へと

零落しかねない人びとの感情的・心理的側面の

問題に擦り替え、その上で「問題は、そのあき

らめさせ方にある」といい、人びとの「過剰希

望」や「過剰期待をほどほどの希望」や「分を

わきまえた期待」に冷やそうとするところに力

点が置かれるような噴飯の類いの代物でしかな

いものである。

　加へて、内田の「下流志向」論は、C．

Levi＝Strauss流の構造主義的立場からの論説で

はあるが、その認識枠組み及び現実分析は三浦、

山田の論説と大同小異である。以上、三者の評

説に確認される共通した現実分析における陥穽

は、階級関係に根ざした階級的な支配・搾取関

係からの分析視角、すなわち「階級論」的視点

が欠落乃至否定されている点である。その結果

として、これらの論説は、新自由主義（二市場

原理主義）イデオロギーを容認し、「格差社会」

固定化に与する道具的論拠を提供するものでし

かないのである。この点に関して、橘木の「格
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差社会」論、佐藤の「不平等社会」論も同様の

性格を有していると言わざる得ないのである。

確かに、両者の解説は現代日本社会における諸

側面の現実分析においては説得的ではあるが、

それは新自由主義的政策の暴走、行き過ぎによ

るものとされるだけで、新自由主義イデオロギ

ー との是正点、妥協点を探る対応策という性格

を色濃くもつものでしかないのである。

　次いで、現代日本社会における「格差社会化」

の事態を、「階級社会化」と捉える橋本の稿説

を検討してみることとする。

　橋本の「格差社会化」の進展に対する捉え方

の特徴は、橘木の「経済格差」論及び佐藤の「不

平等社会」論と軸を一にしながらも、「今日の

日本の社会に起こっている事態は、単なる経済

的格差の拡大というよりも階級格差の拡大であ

り、日本の階級社会化だということである」（06

年）とするように、1980年代を境に格差拡大が

拡がり、2000年代は非正規雇用が急激に拡大し

たことで新しい階級社会の形成・出現期として

認識するところにある。そして、非正規労働者

の生活実態は、その極端な低賃金を始めとする

劣悪な労働諸条件にあり、家族形成及び次世代

を再生産することが極めて困難な状態に据え置

かれていること、そして、これらの人びとを労

働者階級以下の存在、すなわち「アンダークラ

ス（under　class）」＝「下流・下層階級」に属

する人びと、とするところに特徴がある。
　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　ロ　　　　　　　コ　　　　　　　　

　換言すれば、橋本の特異な「階級論」は、「貧

困・格差」が拡大化する事態のなかで、何時な

んどき「絶対的貧困」に零落するかもしれない

との恐れを抱いている人びとをして、「労働者

階級」から排除して別の「階級」として取り扱

うものである。が果たして、この様な「階級」

概念は正当なものと見倣しうるものだろうか。

　「現代日本は資本家階級・新中間階級・労働

者階級・旧中間階級の四つの階級を主要な要素
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として構成されているが、これらの階級の間の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

格差は拡大傾向にあり、特に中間階級と労働者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

階級の間の格差拡大が著しい。この結果、同じ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り　　　　　　　　　　

く被雇用者である新中間階級と労働者階級の間
　　　　　ロ　　　　コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

には明確な搾取一被搾取関係と利害の対立が形
ロ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

成されており、これが現代の階級構造の重要な

特徴となっている（傍点引用者）」（06年）とす

る橋本の特異な「階級論」は、「格差社会化＝

階級社会化」の拡大に伴い、五つ目の階級とし

て「下流・下層階級」を区別するものである。

　「階級」の社会科学的認識（概念）は、近代

的性格を有し、近代的市民社会の経済的分析（古

典派経済学）を通じて開始されたもので、経済

的不平等の発生的契機を問うことから始められ

たのである。そして、こうした学説に対する批

判的検討から、K．　Marxの場合には、生産手段

の所有一不所有にその発生的根拠を求め、資本

一賃労働関係による「階級」概念を定置した。

また、M．　Weberの場合には、生活機会の種類

に対応させて、階級を身分や党派とを概念的に

区別し、支配一権力関係のなかで社会学的な階

級理解を試みたのである。

　こうした「階級」概念の古典的遣産は、現代

日本の学問的世界一特に社会科学においては正

当に認知されることなく、その理解は誤読と歪

曲のままに放置、打ち捨てられているのが現状

である。1960年代以降、社会学にあってはこの

傾向の著しい事態が続き、「階級」概念と「階層」

概念との間に転倒の関係が生じ、階層を上位概

念とし、その下位概念として階級を定置するこ

とが社会学的な「階級・階層」理解として概念

的に定着してきた経緯がある。

　橋本の特異な「階級」理解は、こうした社会

学的理解の流れに沿うものであり、その問題点

は以下のようにまとめることが出来る。

　問題点の第1は、「階級」「階層」概念の誤用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　リ　　　コ　　　　
である。橋本によれば、「階層」とは、「所有す
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る社会的資源の種類や量によって、人々が区分

化され序列化された状態（傍点引用活）」のこ

ととされ、ここで言う社会的資源は、「家（貨幣、

財貨、土地など）」、「威信（名誉や高い社会的

評価）」、「権力（自分の利益のために人を動員

する能力）」、「情報（社会的に有用な知識）」の

四種類に区別される。そして、その下位概念と

しての「階級」は、「経済的な性格をもった社

会的資源によって区分された社会階層のことで

ある（傍点引用活）」としているのである。

　橋本の「階級」「階層」概念に認められる誤

用は明瞭であろう。すなわち、社会的資源とさ

れる「家、威信、権力、情報」は、資本主義社

会では全てが経済的性格を有するものであり、

これを基軸とする橋本の「階級」「階層」の概

念的区分は判然としないだけでなく、明らかに

誤用である。

　この点を引き継ぐ第2の問題点は、最も重大

にして致命的なものである。すなわち、資本一

賃労働関係のなかで、賃労働者二被雇用者とし

て同様の運命のもとにある人びとを、「新中間

階級」「労働者階級」「下流・下層階級」と区分

し、しかも、新中間階級一労働者階級一下流・

下層階級の間に「明確な搾取一被搾取関係」が

形成されていると捉える点である。階級の社会

科学的認識からして、同じ階級的位置を占める

労働者階級内部での階層的区分として捉えられ

るべきはずのものが、異なる三つの階級として

区別され、さらにそれらの間の格差＝「階層間

格差」を「階級間格差」として把握している点

である。

　こうした橋本の「格差社会化」＝「階級社会

化」論は、現代日本社会の「貧困・格差」の生

活実態及び構造的動因を正確に認識することを

困難にするだけでなく、「階級的格差」の拡大

化によって生じている「階層的格差」の拡大化

のもとで「絶対的貧困」の生活状態に怯える多
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くの人びとの社会的現実を隠蔽するものとして

機能しかねない危険性を有する社会理論と指摘

せざるを得ないものである。

四．おわりに

　現代日本社会は1990年代半頃以降、「新自由

主義的」イデオロギーの戦略的展開に基づく「構

造改革一規制緩和」経済政策の席捲により、さ

まざまな生活場面での「貧困・格差」の実態が

可視化され、社会全体が、急激にそして大きく

引き裂かれる方向に傾斜していることは周知の

社会的現実となっている。社会の分裂化・二極

化の進展は、若年雇用労働者、中小企業者、自

営業者、農林漁業者を始め、特に、ひとり親家

庭、高齢者家庭を直撃している。すなわち、経

済格差（所得格差）に留まらない資産格差、学

歴格差、健康・医療格差、社会福祉・社会保障

格差、など多種多様の社会生活領域においてセ

ーフティネットの綻びが露呈していて、多くの

人びとが「貧困・格差」の拡大化に惰伴するさ

まざまな社会的重圧にさらされているのであ

る。そして、これらさまざまな「貧困・格差」

が相互に連鎖的であり、重畳的であるところに

現代的「貧困・格差」の社会的現実がある。

　こうした社会的現実に直面して、社会科学的

認識によるさまざまな「格差社会」論が提出さ

れてはいるが、その何れもが「階級論」的視点

の無視・否定、誤用により、「貧困・格差」社

会の構造的問題状況への切り込みに弱く、個々

の局面をその断片に応じて論じるに過ぎないも

のに終始し、結果、新自由主義イデオロギーに

は親和的にならざるをえないものとなるしかな

いのである。したがって、ここからは格差社会

化＝階級社会化のこれ以上の進展を押し留め、

克服への方途＝社会変革の方途が見通せるはず

はないのである。

　こうした「貧困・格差」の社会的現実を前に
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たじろぐ若年世代の逡巡の声一「私たちは現代

への虚無感を抱え、……行き場のない感覚をど

うしたらよいのだろうか」、「団結とか連帯なん

ていう言葉すら知らない……、いや、その言葉

に不信さえ感じている」との声にどのような応

答のメッセージを送り届けられるか？、は社会

変革を志向する社会的勢力が取り組むべき喫緊

の課題であり、社会的責務である。例えば、尾

田栄一郎のrONE　PIECE（ワンピース）』と

いうマンガは、冒険・友情一海賊となった主人

公（モンキー・D・ルフィ）とその仲間は、そ

れぞれが夢や目的を持ち、その完遂のために共

同・協働して旅をする一テーマで貫かれ、その

読者の圧倒的多数は青少年たちであると言う。

シラケ世代といわれている青少年ではあるが、

友情・連帯に志向性が決してないわけではな

い。ただ、その端緒を何処に見い出し、どのよ

うに紡いだらいいのか、とその方法を探し倦ね

ているのが現実だろう。こうした現実に対して、

社会変革を志向する社会的勢力が十分対応しえ

ないとするならば、別の社会的勢力に吸い寄せ

られる危険性が待ち受けるもうひとつの現実が

確かに存する。

　例えば、赤木智弘は、「『丸山真男』をひっぱ

たきたい一31歳、フリーター。希望は、戦争」

のなかで、「平等」を説き、「弱者保護」を謳う

リベラリストの言葉（一その典型が丸山真男）

の多くが、バブル経済破綻後の不況下において、

バブル経済の恩恵に浴した団塊世代の安息的雇

用維持に寄与する一方で、「団塊ジュニア世代」

「ロストジェネレーション」の若者が就業機会

を喪失一非正規雇用状態という差別構造の存続

に与して、世代間格差の固定的構造化する現実

を黙止してきたことを糾弾する。そして、「社

会が平和の名の下に、私に対して弱者であるこ

とを強制しつづけ、私のささやかな幸せへの願

望を嘲笑しつづけるのだとしたら、そのとき私
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は、……国民全員が苦しみつづける平等を望み、

それを選択することに躊躇しない」として、非

正規雇用の若者を閉塞状況に閉じ込める世代間

差別構造を解体に導く希望を「戦争」に託すと

するのである。

　こうした若者世代からする社会的現実に対す

る「不信・逃避」感覚は、右傾的勢力からの「ナ

ショナリズム」にたやすく包摂される危険性を

有し、そして、それを現実化していく訴求力を

持っていることを直視すべきである。堤未果『ル

ポ貧困大国アメリカ』は、そのことをわれわれ

に報しめているはずである。

　現代日本における「貧困・格差」社会の生活

実態及び構造的動因は、「生存権」と引き換え

に「戦争」が選択肢になりかねない現実をつく

り出す危険性を内包するものとして現にある。

とすれば、われわれの学問的責務は、日本国憲

法第25条（平和的生存権保障）と第9条（戦争

放棄）を、ひとつの糸に紡ぎ、新しい社会的連

帯に根づいた新しい社会を構想し、創造してい

く具体的なメッセージー労働者保護制度の整

備・充実、派遣法・最低賃金制の改正などを明

示化して、同時にそれを協働・共同して具体化

していく道筋を全ての人びとに至急送り届けら

れなければならないだろう。

　最後に、この点に係わるK．Marxの言葉を引

用して本稿のまとめとする。

　　「“大洪水よ、わが亡きあとに来たれ！”こ

　れがすべての資本家および資本家国家のスロ

　ーガンである。それゆえ、資本は、社会によ

　って強制されるのでなければ、労働者の健康

　と寿命にたいし、なんらの顧慮も払わない。

　肉体的、精神的萎縮、早死に、過度労働の拷

　問に関する苦情に答えて資本はいう一われ

　らが楽しみ（利潤一引用者注）を増すがゆえ

　に、われら、かの銀苦に悩むべきなのか？と。

　しかし、全体として見れば、このこと（労働
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　時間の無制限延長の要望一引用者注）もまた、

　個々の資本家の善意または悪意に依存するも

　のではない。自由競争は、資本主義生産の内

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　

　在的な諸法則を、個々の資本家にたいして外
　　　　　　　　　　　　　コ　　　コ　　　ロ　　　　

　的な強制法則として通させるのである（傍点

　引用者）」。

　K．Marxが指摘するふたつの「強制」一「社

会による強制」と「外的な強制」について理解

する事は、現代日本社会における現代的「貧困・

格差」の社会学的現実分析にとって大変重要な
　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　ロ　　　ロ　　　　　　　　

視点である。先ず、後者の「外的な強制法則」

とは、「資本主義的蓄積の一般法則」そのもの

であり、剰余価値への飽く無き渇望に突き動か

されての資本の運動は、個々の資本家の意志を

越えた資本主義経済の構造的性格そのものであ

る。この点は、現代的「新自由主義的」イデオ

ロギーによる市場万能主義の暴走による「貧

困・格差」拡大化の社会的現実より明らかであ

ろう。それでは、こうした資本の暴走に対する

有効な方策は何処に求められるのだろうか。そ

れは、平和のうちに健やかに生きることを保障

された権利主体としてのわれわれが社会的に連

帯し、日本資本主義経済の動向に対して「平和

的生存権保障」の枠組づくりを「社会的ルール」

として課するべく「社会による強制」運動の具

体的展開しかないのである。

　もし、「社会による強制」が未発のままであ

るのならば、「外的な強制法則」による社会的

現実の暴走は阻止する事が増々困難となるであ

ろう。
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